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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,556,4373,957,7293,885,585 ― ―

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 33,954 84,733 23,670 ― ―

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △54,213 21,596△ 29,006 ― ―

純資産額 (千円) 609,653 641,791 614,132 ― ―

総資産額 (千円) 3,851,1193,699,2803,527,115 ― ―

１株当たり純資産額 (円) 77.41 81.53 78.08 ― ―

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △6.88 2.74 △ 3.68 ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 15.8 17.3 17.4 ― ―

自己資本利益率 (％) ― 3.4 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 65.3 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 202,676 226,339△ 43,902 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 252,517△11,488 86,100 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △496,632△181,861 155,392 ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 122,550 155,844 353,434 ― ―

従業員数 (名) 94 93 85 ― ―

(注) １　当社は、第47期から連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため及び第44期及び第46期は１株当たり当

期純損失を計上しているため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社プラコー(E01651)

有価証券報告書

 2/70



(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,046,8913,475,3343,703,0983,303,0503,865,054

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △17,623 79,056 7,922 78,771 17,978

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △81,973 20,299△ 39,534 13,379 17,607

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,205,0001,205,0001,205,0001,205,0001,205,000

発行済株式総数 (株) 7,888,8007,888,8007,888,8007,888,8007,888,800

純資産額 (千円) 649,160 679,904 641,700 647,719 625,064

総資産額 (千円) 3,836,5763,652,9733,547,0333,557,5503,613,320

１株当たり純資産額 (円) 82.43 86.38 81.58 82.36 79.53

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △10.41 2.58 △ 5.02 1.70 2.23

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.9 18.6 18.1 18.2 17.3

自己資本利益率 (％) ― 3.0 ― 2.1 2.8

株価収益率 (倍) ― 69.4 ― 115.8 87.8

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △159,433 131,207

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 34,120 △19,780

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 21,989 92,173

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― ― 250,109 453,710

従業員数 (名) 69 41 65 87 90

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第46期事業年度以前は連結財務諸表を作成していたため、

また、第47期事業年度以降は関連会社がありませんので記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため及び第44期及び第46期は１株当たり当

期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　キャッシュ・フロー計算書は第46期以前においては連結財務諸表として記載しております。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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２ 【沿革】

昭和30年７月
　東京都中央区において、プラスチックス貿易株式会社を創立。

プラスチック全般の専門商社を開始。

昭和33年２月
　東京都北区において、関口機械工業株式会社を創立。

押出機、ブロー成形機の製造開始。

昭和35年８月 　東京都中央区において、プラスチックス貿易株式会社及び関口機械工業株式会社が合併

の前提として両社の共同出資により、プラスチックス工業株式会社を創立。

昭和36年８月 　埼玉県川口市に新工場を建設、押出機及びブロー成形機を本格的に生産開始。

昭和37年１月 　プラスチックス貿易株式会社及び関口機械工業株式会社を吸収合併。

昭和42年10月 　東京都港区に本店移転。

昭和45年５月 　埼玉県岩槻市(現・埼玉県さいたま市岩槻区)に浦和工場を新設。

昭和47年１月 　商号を株式会社プラコーと改称。

昭和47年11月 　埼玉県川口市に本店を移転。

昭和48年２月 　日本証券業協会東京地区協会に店頭売買銘柄として登録。

昭和48年11月 　株式額面変更の為江東機工株式会社と合併。

昭和55年５月
　プラコーエンジニアリング株式会社設立(機械部品加工製造会社、吸収合併により解

散)。

昭和62年７月 　静岡県掛川市に工場用地を取得。

昭和63年７月 　埼玉県岩槻市(現・埼玉県さいたま市岩槻区)に本店を移転。

平成３年５月 　静岡県掛川市に掛川工場を新設。

平成７年１月 　株式会社プラコーテクノサービス設立(技術サービス会社、吸収合併により解散)。

平成８年６月
　マレーシアにプラコーマレーシアカンパニーリミテッド設立(機械販売会社、清算によ

る解散)。

平成13年３月 　埼玉県の彩の国指定工場に指定。

平成13年10月 　株式会社プラコーテクノサービスへ生産業務の生産を委託。

平成14年10月 　株式会社プラコーテクノサービスへの生産業務の生産委託を中止。

平成16年12月 　株式会社ジャスダック証券取引所へ上場。

平成18年 4月
 

　連結子会社であったプラコーエンジニアリング株式会社及び株式会社プラコーテクノ

サービスの２社を吸収合併。

平成20年 5月 　富拉?股?有限公司(台湾)設立(機械製造会社)
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３ 【事業の内容】

当社は、インフレーション成形機、ブロー成形機及びリサイクル装置の製造販売を主な内容とした、事業

活動を展開しております。

１　事業内容の重要な変更

当事業年度において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

２　事業の内容

(1) インフレーション成形機事業

当部門においては、フィルム製品(レジ袋、ゴミ袋、農ポリ、ラップ、多層、機能)を成形する為のインフ

レーション成形機を製造及び販売しております。

(2) ブロー成形機事業

当部門においては、中空製品(自動車部品、工業用部品、日用雑貨品)を成形する為のブロー成形機を

製造及び販売しております。

(3) リサイクル装置事業

当部門においては、環境の一環でありますリサイクル装置(破砕機、再生機、再製品成型)を自社技術

と一部を海外メーカーとの技術提携によって製造及び販売をしております。

(4) メンテナンス事業

当部門においては、機械メンテナンス及び部品の販売を行なっております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社プラコー(E01651)

有価証券報告書

 6/70



４ 【関係会社の状況】

　

該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

90 46.3 20.2 4,593

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、「プラコー労働組合」と称し、昭和50年４月15日に結成されました。平成20年３月

31日現在の組合員数は、18名であり、上部団体には所属しておりません。

労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期におけるわが国経済は、前半は好調な企業収益を背景に景気は穏やかな回復が見込まれましたが、

後半は原油価格の高騰や、米国でのサプライムローン問題を発端とした金融市場の混迷による株価の下

落や為替の変動などにより、景気の先行きに不透明感が増してきました。

　当社の関連するプラスチック加工業界は、原油価格の高騰や環境問題もあり、また、生産のグローバル化

等、厳しい状況でありました。反面、リサイクル装置は環境問題もあり比較的好調でした。

　このような状況の中で、当社は、販売面では商品アピールの為の展示会や、顧客への積極的なセールスを

行い、また、生産面では、内製化や主要仕入先との協力体制の強化や海外調達などの見直しを行い、生産コ

ストの低減を行いました。しかしながら、ユーロ圏から輸入しているリサイクル装置の為替変動によるコ

スト増加や、当期上市した新型ブロー成形機の開発費やユーザーからの要求による改良コストが予想を

超えたこと等により減益になりました。

　以上の結果、当事業年度の業績は、売上高３８億６千５百万円（前期比17.0％増）、営業利益７千９百万

円（前期比43.8％減）、経常利益は１千７百万円（前期比77.2％減）当期純利益は１千７百万円（前期

比31.6％増）となりました。

　なお、営業利益及び経常利益が減少した要因は大型機等の開発コストや輸入機の為替レートの変動によ

るものです。

当事業年度の事業部門ごとの営業概況はつぎのとおりであります。

　

[インフレーション成形機事業]

インフレーション成形機事業につきましては、原料価格の高騰により全体的には需要は厳しい状況

でした。但し、一部高機能フィルムや大型機の需要がありました。

この結果、売上高は前期比21.1％増の15億1千2百万円となりました。

　

[ブロー成形機事業]

ブロー成形機事業につきましては、前半は大型機の販売や自動車関連の部品製作機が好調でしたが、

後半は加工メーカーの生産体制の海外移行などにより、全体的には売上高は減少しました。

この結果、売上高は前期比17.8％減の10億6千5百万円となりました。

　

[リサイクル装置事業]

リサイクル装置事業については、環境がますます重要視されその対応が増すなかで、大型の一軸万能

破砕機やプラスチック原料の高騰によるペレット再生機が増加しました。

この結果、売上高は前期比134.7％増の8億9千8百万円となりました。

　

[メンテナンス事業] 

メンテナンス事業については、部品等の販売でありますが、好調に推移しております。

この結果、売上高は前期比3.7％増の3億8千8百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う。）は、営業活動による資金は、1億

3千1百万円、財務活動により9千2百万円それぞれ増加となりましたが、投資活動により資金が1千9百万

円減少となりました。前事業年度末に比べ2億3百万円の増加となり、当事業年度末には4億5千3百万円

となりました。

　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権1億1百万円の増加及び仕入債務1億1千5百万円の

支払いによる減少がありましたが、たな卸資産が2億5千1百万円減少しました。

　この結果、営業全体として前事業年度と比べて収入が2億9千万円の増加となりました。

　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより、1千9百万円の支出となり

ました。

　この結果、投資活動全体として前事業年度と比べて支出が5千3百万円の増加となりました。

　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金3億5千万円の調達はあり、また、短期借入金及

び1年以内長期借入金の返済があったことにより9千2百万円の増加となりました。

　この結果、財務活動全体として前事業年度と比べて7千万円の増加となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 生産額(千円) 前年同期比(％)

インフレーション成形機事業 1,514,500 53.9

ブロー成形機事業 901,705 △21.7

リサイクル装置事業 957,063 106.9

合計 3,373,268 29.8

(注) １　金額は、販売価格であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当事業年度における受注状況を事業部門別に示すと次のとおりであります。

　

事業部門
受注額 前年同期比 受注残額 前年同期比

金額(千円) (％) 金額(千円) (％)

インフレーション成形機事業 1,618,636 37.3 467,190 29.3

ブロー成形機事業 861,417 △42.7 210,800 △49.1

リサイクル装置事業 717,721 51.5 158,510 △53.3

合計 3,197,774 1.3 836,500 △25.0

(注) １　金額は、販売価格であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　部品については、受注額及び受注残高に含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

　

事業部門 販売金額(千円) 前年同期比(％)

インフレーション成形機事業 1,512,655 21.1

ブロー成形機事業 1,065,107△17.8

リサイクル装置事業 898,671 134.7

メンテナンス事業 388,620 3.7

合計 3,865,054 17.0

(注) １　金額は、販売価格であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　

当社を取り巻く事業環境は、原材料の価格の上昇や新興国の発展も勢いを増し、今後ますます競争は激

化し、厳しい事業環境は続くと思います。プラスチック成形部門では、現商品の品質精度を高めると共に、

更に高生産、高能率を追求すると共に、新しい原材料や製品の新分野を開拓することが必要です。又、リサ

イクル装置については、現状の商品に更に当社の独自性を発揮した商品開発を進める必要があります。

又、営業面では、国内は勿論、特に海外市場の開拓に注力して、販売市場を築くと共に、生産面では、原価の

低減と海外市場の拠点を視野に入れて、海外生産体制の確立を行い、安定した事業基盤を確立して参る所

存であります。
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４ 【事業等のリスク】

　１ プラスチック原料の高騰などによる設備投資に対する影響について

当社は、プラスチック原料を成形加工する機械(インフレーション成形機、ブロー成形機)を製造販

売しているため、原油の高騰によりプラスチック原料の値上げが続き、その値上げ分を製品価格に反

映できない状況が続きますと、ユーザーが設備投資に慎重になり、売上減少の可能性があります。

　

　２ 輸入品の為替の影響について

当社は、リサイクル装置の一部をヨーロッパ圏から輸入しているため、ユーロ高が続きますと、仕入

コストがアップし、それを商品価格に反映でない場合には、収益性が悪化する可能性があります。

　

  ３ 仕入原料の値上りについて

当社は、機械を製造するに当たって、鋼材、電機部品、加工部品等仕入を外部に委託している為、原材

料が値上りすると、利益の減少の可能性があります。

　

  ４ 部門別損益について

当社の事業は、受注生産販売方式で展開しているため、３部門の売上比率がある程度変動すること

を回避できない、また、売上計上を検収基準としているため、検収日が決算期前後となっている商品

(特に大型、高額商品)については売上計上が翌期にずれ込んでしまうこと、売上が減少し、それに伴っ

て期間損益が変わる可能性があります。

　

  ５ 特定の会社への製造の依存について

当社は、基幹部品について内製化しているものの、特定の外注先に相当量の製造を委託しており、こ

れらの会社との協力関係が損われた場合には、製品の製造が円滑に行われない可能性があります。

　また、必要な製品品質を維持しながら、価格競争力を強化するために行っている海外生産や海外調達

品に関し、相手先との協力関係の破綻による調達不能状況あるいは、海外からの輸送途中におけるア

クシデントによる調達遅れが発生する可能性があります。

　

  ６ 社員退職による技術の継承について

当社は、自社開発技術によって機械製造を行っておりますので、団塊世代の社員が短期間に定年退

職した場合には、技術継承が困難になることが予想されます。

　

  ７ 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

当社は、前々期及び前期の2期連続した事業年度において営業キャッシュ・フローがマイナスであ

り、加えて当中間会計期間においても、中間純利益は計上しましたが、営業キャッシュ・フローがマイ

ナス３千９百万円になったことにより、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に該当

する旨を記載しました。当期末は営業キャッシュ・フローの改善に向けて諸施策を公開実施してまい

りました。

  その結果、当期末の営業キャッシュ・フローは1億3千1百万円のプラスに転じました。しかし、業況

の厳しい状態が今後も予想されるなか、当社は今後も高機能を有する新商品の開発、上市により拡販

と収益力強化を図ると共に、在庫圧縮の方針をさらに徹底させて再び営業キャッシュ・フローが悪化

することのないよう常に配慮をいたします。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当事業年度は、インフレーション成形機事業においては、新型の自動偏肉調整装置「ＰＲＯ－ＪＥＴ」

及び新型ドライブ方式を採用した省エネ・省スペース押出機「ＤＩＲＥＸ」を上市しました。また、高品

質フィルム用押出機、多層ダイの研究開発を進めております。

　ブロー成形機事業においては、新型アキュームレーターダイ、バリ取りロボットを上市しました。また、

生産性を倍増した２層３次元ダクト成形機「Ｎ－２ＸＹ」や省エネ、クリーン対応の電動ブロー成形機

の研究開発を進めております。

　リサイクル装置事業においては、新型一軸破砕機「ＰＳ－１３００」を上市しました。また、フィルム粉

砕・洗浄後に効果を発揮する、絞り粉砕機「ＫＳ－Ｓ３２０」を上市しました。

　なお、当事業年度末における工業所有権(出願中を含む)の総数は、63件となっております。また、当事業

年度の研究開発費用は27,560千円であります。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

１　重要な会計方針及び見積り

　  当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に準拠して作成

されています。

  当社は、財務諸表の作成に当たって、適切な会計方針を選択し、固有の見積りや判断が必要となる事

象については以下のとおりの判断を行っています。

  なお、当社が採用した会計方針については、第５経理の状況の「財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」をご参照ください。

(1) 収益計上基準

当社は、特殊仕様機械、大型機械、高性能機械及び標準機械の売上について客観性、確実性を求めるた

め３百万円以上の機械については検収基準で、また、３百万円未満の機械については出荷基準で売上計

上を行っております。

(2) たな卸資産

たな卸資産は、市場動向によっては、陳腐化等による評価損を計上する可能性があります。

陳腐化等による評価損計上の必要性が生じた場合には、適切な金額を見積り計上しております。

　また、当社は、従来外注依存度を高めておりましたが、生産の一部内製化を行い、生産工程の強化、品質

精度の向上により納期管理、機械の早期検収及びたな卸資産の縮小を行います。

　

２　当事業年度の業績の概要

第２〔事業の状況〕の１〔業績等の概要〕をご参照ください。
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３　流動性の分析

当社の資金状況は、営業活動キャッシュ・フローでは、売上債権の増加や仕入債務の減少はありました

が、たな卸資産の減少等により１億３千１百万円の収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得等により１千９百万円の支出となりまし

た。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、長期借入金により３億５千万円調達し、短期借入金の純減及

び長期借入金の返済が２億５千６百万円ありました。以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は４億

５千３百万円となりました。

　また、資産面では大型ブロー成形機の販売に伴う製品２億７千３百万円の減少はありましたが、売上高

増加による現金及び預金及び受取手形が増加しました。

　負債面では、長期借入金が増加しました。引続き売上債権の回収促進や、たな卸資産の削減を図るととも

に、原価低減や借入金の圧縮等効果的な資金運用を行います。

　

４　今後の方針

(1) インフレーション成形加工業界は、生産が容易でロットの大きい汎用品は、大手成形メーカーが進出

した中国、東南アジア等の海外工場または現地企業から製品輸入が定着し、その量は年間450,000トン

を超えるともいわれていますが、この数年間の傾向としては伸び率は鈍化しつつあります。また、これ

までは高い品質や精度が要求される高品質、高機能製品または、液晶フィルムや光学フィルムなどの新

技術に係る製品を生産する装置は、国内で使用されていましたが、最近では中国、韓国及び東南アジア

においても現地生産、現地消費の傾向が増加しているため、それらの海外向けと国内向けとに製品仕様

を差別化し、一層の売上増加を図ります。

(2) ブロー成形加工業界は、当面は自動車メーカー、雑貨、一般工業部品など、堅調な市場が続いておりま

すが、工業薬品、食品用途に向けての新商品開発や環境問題解消に向けての電動ブロー成形機などの開

発に取組むとともに、ブロー成形の高速化、合理化、省力化をさらに進め市場の維持、拡大を図ります。

(3) 環境リサイクルに関する事業は、従来当社が参入していなかった建設廃材リサイクル用として、昨年

度投入した新商品である超大型破砕機の拡販に注力し、新市場の獲得に努めます。また、昨年度サーマ

ルリサイクル市場に向けて投入した回収ペットボトルなどを含む広汎な廃棄プラスチックを洗浄、破

砕する新バージョンシステムと高騰を続けるプラスチック原料価格に対処するために有効な装置であ

る再生ペレット製造機を目前の商品戦略としてそれらの拡販に取組み、売上高の増加と利益確保を図

ります。

(4) 生産面については、前期に引続き品質、精度の向上を更に推進するため、内製化をさらに進め、製品品

質の保証に注力すると共に、合理的、効率的な構造にすべく設計上の見直しを行うなど総合的なコスト

ダウンを図ります。また、委託加工先である海外メーカーに対する積極的な技術指導を強化するととも

に、台湾現地法人の設立に合わせ、逐次コストダウンの実効を高める施策などにより世界の市場に受け

入れられる価格と品質を有する製品の生産体制に向けて見直しを行います。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は以下のとおりであります。

(平成20年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
及び備品

合計

本社工場
(埼玉県さいたま市
岩槻区)

インフレーション
成形機事業
ブロー成形機事業
リサイクル装置事業
メンテナンス事業
全社的管理業務

機械組立設備
及び本社機能 136,523113,002422,000

(9)
9,272680,79859

掛川工場
(静岡県掛川市)

インフレーション
成形機事業
ブロー成形機事業
リサイクル装置事業　　
メンテナンス事業

機械組立設備 49,2331,475313,809
(16)

212364,732―

本社営業部
(埼玉県さいたま市
岩槻区)

― 販売業務 ― ― ―
(―)

767 767 16

名古屋支店
(愛知県名古屋市
名東区)

― 販売業務 ― ― ―
(―)

356 356 5

大阪支店
(大阪府吹田市)

― 販売業務 ― ― ―
(―)

445 445 7

九州営業所
(佐賀県鳥栖市)

― 販売業務 ― ― ―
(―)

130 130 3

(注) １　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っており
ます。

２　金額には消費税等を含んでおりません。
３　上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

　
事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社工場
(埼玉県さいたま
市岩槻区)

インフレーション成形機事業
ブロー成形機事業
リサイクル装置事業
メンテナンス事業
販売業務

その他設備 ５年 12,456 29,841
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,888,800 7,888,800
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 7,888,800 7,888,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項ありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項ありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年６月28日(注) ― 7,888,800 ― 1,205,000△841,824 3,441

(注)　資本準備金減少額は、欠損てん補によるものであります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 6 9 45 2 ― 937 999 ―

所有株式数
(単元)

― 329 120 2,780 9 ― 4,5757,81375,800

所有株式数
の割合(％)

― 4.2 1.5 35.6 0.1 ― 58.6 100.0 ―

(注) １　自己株式31,114株は「個人その他」に31単元、及び「単元未満株式の状況」に114株を含めて記載しておりま

す。なお、期末日現在の実質的所有株式数は30,114株であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が7単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ケプラム 東京都新宿区歌舞伎町一丁目1番4号 1,110 14.07

株式会社トーテム 東京都港区南青山七丁目8番4号 600 7.61

東ソー株式会社 東京都港区芝三丁目８番２号 560 7.10

プラコー共栄会 埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地 464 5.88

山　田　孝　義 広島県広島市中区 342 4.34

高　寺　茂　覚 埼玉県鳩ヶ谷市 298 3.79

株式会社エレナ 東京都千代田区外神田６丁目6番1号斎藤ビル1階 210 2.66

桜　井　隆　太 東京都新宿区 170 2.15

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木二丁目３番11号 154 1.96

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲二丁目４番１号 100 1.27

計 ― 4,009 50.82
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 30,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,783,000
7,783同上

単元未満株式 普通株式 75,800 ― 同上

発行済株式総数 7,888,800― ―

総株主の議決権 ― 7,783 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権7個)含まれて
おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式114株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プラコー

埼玉県さいたま市岩槻区
笹久保新田550番地

30,000 ― 30,000 0.4

計 ― 30,000 ― 30,000 0.4

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,896 996

当期間における取得自己株式 397 69

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 30,114 ― 30,511 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして認識しております。また、常に利益が計上

できる企業経営により、長期に亘り適正利益を確保し、得られた利益は会社の内部留保の蓄積と、株主への

適正配当を図るべきと考えております。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総会で

あります。

　当期につきましては当期純利益を計上出来ましたが、繰越損失もあり無配とさせて頂きます。次期以降に

ついては、繰越損失も計上されておりますので、今後の課題として検討してまいります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 143 159 460 229 227

最低(円) 70 82 127 139 180

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 206 205 217 200 195 200

最低(円) 190 195 191 188 192 191

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長
兼社長
代表取締役

高　寺　茂　覚 昭和７年７月22日生

昭和28年１月 日東化学工業株式会社入社

(注)3 298

昭和38年３月 当社入社

昭和45年９月 当社総務部長就任

昭和47年９月 当社取締役総務部長就任

昭和56年10月 当社常務取締役就任

昭和63年６月 当社専務取締役就任

平成３年６月 当社代表取締役専務就任

平成５年６月 当社代表取締役副社長就任

平成６年６月 当社代表取締役社長就任

平成13年６月 当社代表取締役会長就任

平成15年３月 当社代表取締役会長兼社長(現任)

専務取締役 秦　　　範　男 昭和17年４月23日生

昭和43年２月 当社入社

(注)3 81

平成４年７月 当社営業本部営業第二部長就任

平成５年10月 当社理事生産本部技術部長就任

平成６年６月 当社取締役技術部長就任

平成７年４月 当社取締役開発室長就任

平成７年11月 当社取締役開発本部長就任

平成８年６月 当社取締役技術担当就任

平成12年４月 当社取締役開発室長就任

平成14年４月 当社取締役事務本部長就任

平成15年３月 当社専務取締役就任(現任)

取締役 常務執行役員 菊　地　昌　訓 昭和19年10月12日生

昭和38年４月 昭和鋼機株式会社入社

(注)4 46

昭和42年10月 当社入社

平成８年11月 当社営業開発部長就任

平成12年５月 当社リサイクル本部長就任

平成12年６月 当社技術本部長就任

平成12年６月 当社取締役技術本部長就任

平成14年４月 当社取締役リサイクル事業本部長

就任

平成15年10月 当社取締役就任(現任)

取締役 営業本部長 高　寺　　　慶 昭和42年１月31日生

平成９年７月 当社入社

(注)3 27

平成14年７月 当社リサイクル営業企画部長就任

平成16年４月 当社事務本部副本部長就任

平成17年４月 当社営業本部長就任

平成17年６月 当社取締役営業本部長就任(現任)

取締役
技術開発本部

長
権　田　和　睦 昭和38年８月７日生

昭和61年６月 当社入社

(注)3 10

平成17年４月 生産、技術本部設計開発部長就任

平成17年６月 当社取締役設計開発部長就任

平成17年７月 当社取締役技術開発本部長（現

任）

監査役
常勤

金　子　博　昭 昭和15年９月19日生

昭和39年４月 ㈱日本製鋼所入社

(注)8 1

平成６年４月 同社市場開拓部SS事業専門部長

平成10年３月 ㈱日本製鋼所退社

平成10年４月 当社入社

平成10年６月 当社生産本部品質管理部長

平成12年９月 当社顧問

平成13年６月 当社常勤監査役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役
常勤

新　井　修　ニ 昭和22年８月20日生

昭和45年10月 当社入社

(注)7 2

昭和61年６月 当社生産本部研究開発室係長

平成９年４月 ㈱プラコーテクノサービス営業部

課長

平成13年４月 当社生産本部技術部課長

平成15年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 平　井　一　之 昭和26年６月27日生

平成12年６月 当社顧問

(注)5 1

平成13年４月 (社)静岡県環境資源協会事務局長

(現任)

平成15年12月 NPO法人日中環境経済センター代

表理事就任

平成16年４月 静岡産業大学講師(環境法、環境ビ

ジネス論)

平成16年10月 静岡市環境審議会委員長

平成17年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 松　木　忠　司 昭和15年８月３日生

昭和38年3月 東洋曹達工業㈱入社

(注)6 1

平成12年4月 東ソー㈱商品開発部長

平成17年４月 ㈲プラショー入社常務取締役

（現任）

平成18年6月 当社監査役就任（現任）

計 468

(注) １　所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。

２　監査役平井一之及び松木忠司は、「会社法第２条第16号」に定める「社外監査役」であります。

３　取締役高寺茂覚、秦　範男、高寺　慶、権田和睦の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成

21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　取締役菊地昌訓の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　監査役平井一之の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　監査役松木忠司の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

７　監査役新井修二の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

８　監査役金子博昭の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

９　取締役高寺　慶は、取締役会長兼社長高寺茂覚の子息であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、事業活動を通じて社会的使命と責任を果たさなければならないと考えております。そのために

は、コーポレート・ガバナンスは最重要事項のひとつと考えております。

①　業務の有効性と効率性

②　財務報告の信頼性

③　業務活動に関わる法令等の遵守

④　資産の保全

　　上記4つの目的を達成するために遂行いたします。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　管理体制および社外役員について

当社は監査役制度を採用しており、平成20年３月31日現在、取締役5名、監査役４名のうち社外監査役

は２名であります。

②　業務遂行・経営監視のしくみ

取締役会は法定事項、経営の基本方針ならびに経営業務執行の重要事項を決定するとともに業務執

行に対する監督機能の強化を図るべく、原則として毎月１回開催しております。監査役は取締役会なら

びに常務会等に出席し意見を述べるほか、必要に応じて関係部門より意見を聴取するとともに監査法

人が実施する当社への監査の立会いなどにより、取締役の業務執行の有効性、効率性について幅広く検

証するなどの経営監視を行っております。

当社では、経営方針に基づき、意思決定された業務執行事項に対する迅速な実行と監督機能の強化を

目指して、執行役員制度を導入しております。当社の執行役員は委員会等設置会社の執行役とは異な

り、法定の機関ではありませんが、取締役会によって選任され、取締役会から委嘱された業務を執行す

る重要な役職であると位置付けております。

その他に、実務的な経営課題の協議の場として社長、取締役および各本部の責任者である本部長が出

席し、毎月１回開かれる月例会議において、経営方針等の徹底と事業計画に対応して掲げた各本部の目

標に対する進捗状況をチェックし、改善命令を発するなど事業運営の効率化を図っております。
　
③　弁護士・会計監査人等その他第三者の関与状況

会計監査は清新監査法人に依頼しており、定期的な監査のほか、会計上の課題については当該法人と

随時確認を行い、会計処理の適正化に努めております。また、顧問弁護士とは顧問契約に基づき、コンプ

ライアンス等の問題について必要に応じ助言と指導を受けております。

④　当社と当社の社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係とその他利害関係の概要

社外監査役２名と当社とは、人的関係、資本的関係及び取引はありません。

⑤　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況

当事業年度において取締役会は定例及び臨時を含め１９回開催し、経営の基本方針その他の重要事

項を決定しました。監査役会は１２回開催され、監査の方針、業務の分担等を決定しました。また、半期

毎の予算策定にあたっては、社長、取締役、監査役及び本部長が参加する予算会議を開催し、各部門の目

標の設定とその施策に対し十分な審議と議論を尽くし、全社に対する事業計画の周知徹底を図ってお

ります。
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⑥　役員報酬の内容

１　取締役及び監査役に支払った報酬

取締役 45,758千円

監査役 10,560千円(うち社外監査役3,600千円)

２　使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額

取締役 14,783千円

⑦　監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　12,000千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。

　

(3) 会社の機関と内部統制システム図
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(4) 会社の機関と内部統制システムの整備状況

①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンスの考え方に基づいて規定を定め、取締役・従業員が法令・定款および社会規範を

遵守した行動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、取締役会事務局においてコン

プライアンスの取り組みを横断的に統括する。これらの活動は定期的に取締役会および監査役に報告

されるものとする。

②　取締役の職務の執行が有効的・効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は取締役、従業員に共通する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達成のために

各所属の具体的な目標および会社の権限分担・意思決定ルールに基づく有効的・効率的な方法を定

め、取締役会にて定期的に進捗状況をレビューし、必要な改善を促進して、全社的な業務の効率を向上

させるシステムを構築する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

取締役の職務執行に係る決裁結果を稟議書等の文書または電磁的な媒体（以下、文書等という）に

記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるもの

とする。

　　④　リスクの管理に関する体制

コンプライアンス、災害、品質、情報セキュリティおよびシステムトラブル等に係るリスクについて

は、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行

うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は取締役会事務局が行うものとする。重大な

リスクについては取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役及び担当部署を定め、適切に

対処する。

　　⑤　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

取締役は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査にて指摘さ

れた事項について実施状況をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法（報告者、報告受領者、

報告時期等）については、取締役と監査役との協議により決定する。

　　⑥　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会はもとより常務会、販売会議、生産会議等の主要会議に出席する資格を有する。

　

(5) リスク管理体制の整備状況

①　基本的な考え方

当社では、経営の健全化、安全化を図りつつ企業価値を高めていくために、業務の遂行に際し、発生す

るリスクを早期に発見し、処置をするとともに再発防止策を講ずるなど適切に管理していくことを経

営上の最重要課題の１つとして認識しています。このような認識のもと、取締役会において、各種リス

クの明確な定義、適切なリスク管理を行うための体制の整備と人材の育成などの施策により、リスク管

理の有効性及び効率性の観点から、さまざまな手法を駆使してリスク管理手法の高度化を図るべく注

力いたします。
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(6) 会計監査の状況

①　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名

　　　　石　渡　信　行　　(清新監査法人)　監査年数　8年

　　　　中　根　堅次郎　　(清新監査法人)　監査年数　8年

②　監査業務に係る補助者の構成

　　　　公認会計士　　　　7 名

　　　　会計士補　　　　　1 名

　

(7) 取締役の定数

当社の取締役は9名以内とする旨を定款で定めております。

　

(8) 取締役選任の要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の1以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　

(9) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成19年4月1日から平成20年3月31日まで)は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、それぞれ財務諸表について、清新監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

　該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

　該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※１ 569,100 753,613

　２　受取手形
※１
※４

68,438 156,924

　３　売掛金 ※１ 1,081,160 1,086,404

　４　製品 427,966 154,498

　５　原材料 163,110 150,877

　６　仕掛品 58,021 41,581

　７　貯蔵品 6,966 6,654

　８　前渡金 11,057 28,462

　９　前払費用 12,122 19,977

　10　未収入金 6,212 3,434

　11　その他 4,214 2,103

　　　貸倒引当金 △57,469 △681

　　　流動資産合計 2,350,90266.1 2,403,84966.5

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

　(1) 建物 ※１ 726,199 727,609

　　　　減価償却累計額 553,848172,350 565,421162,187

　(2) 構築物 107,799 115,869

　　　　減価償却累計額 89,684 18,114 92,300 23,569

　(3) 機械及び装置 410,047 478,822

　　　　減価償却累計額 358,10051,947 364,604114,217

　(4) 車輌及び運搬具 6,281 6,281

　　　　減価償却累計額 5,931 350 6,021 260

　(5) 工具器具及び備品 119,134 121,268

　　　　減価償却累計額 107,33011,804 110,08211,186

　(6) 土地
※１
※２

735,809 735,809

　　　有形固定資産合計 990,37727.8 1,047,23129.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

２　無形固定資産

　(1) 電話加入権 72 72

　　　無形固定資産合計 72 0.0 72 0.0

３　投資その他の資産

　(1) 投資有価証券 ※１ 146,959 85,902

　(2) 長期前払費用 9,286 8,125

　(3) 保証金 8,121 8,870

　(4) 長期未収入金 3,600 3,360

  (5) 会員権等 90,489 89,953

  (6) 役員保険 42,140 47,246

  (7) 破産更生債権等 ― 6,558

  (8) その他 2,463 4,000

　　　貸倒引当金 △86,862 △91,849

　　　投資その他の資産合計 216,1986.1 162,1664.5

　　　固定資産合計 1,206,64833.9 1,209,47033.5

　　　資産合計 3,557,550100.0 3,613,320100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※４ 481,670 474,017

　２　買掛金 473,587 383,003

　３　短期借入金 ※１ 799,200 738,100

　４　一年内に返済予定の
　　　長期借入金

※１ 190,729 244,230

　５　未払金 45,752 54,310

　６　未払費用 18,939 23,665

　７　未払法人税等 8,802 9,128

　８　未払消費税等 11,444 41,390

　９　前受金 1,472 56,479

　10　預り金 6,561 7,773

　11　賞与引当金 16,694 20,876

　12　その他 472 3,390

　　　流動負債合計 2,055,32657.8 2,056,36656.9
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 539,413 640,182

　２　退職給付引当金 107,125 109,896

　３　繰延税金負債 27,372 1,217

　４　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※２ 180,593 180,593

　　　固定負債合計 854,50424.0 931,88925.8

　　　負債合計 2,909,83081.8 2,988,25682.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,205,000 1,205,000

　２　資本剰余金

　　　  資本準備金 3,441 3,441

　　　　資本剰余金合計 3,441 3,441

　３　利益剰余金

　　　  その他利益剰余金

　　　　　繰越利益剰余金 △864,594 △846,986

　　　　利益剰余金合計 △864,594 △846,986

　４　自己株式 △2,929 △3,925

　　　株主資本合計 340,9189.6 357,5299.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

40,380 1,114

　２　土地再評価差額金 ※２ 266,419 266,419

　　　評価・換算差額等合計 306,8008.6 267,5347.4

　　　純資産合計 647,71918.2 625,06417.3

　　　負債純資産合計 3,557,550100.0 3,613,320100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 3,303,0503,303,050100.03,865,0543,865,054100.0

Ⅱ　売上原価 ※１

　１　期首製品たな卸高 198,766 427,966

　２　当期製品製造原価 2,635,427 2,767,809

　３　他勘定受入高 ※２ 590 14,000

　　　合計 2,834,783 3,209,776

　４　期末製品たな卸高 427,966 154,498

　５　他勘定振替高 ※３ 29,6042,377,21272.0 64,8692,990,40777.4

　　　売上総利益 925,83728.0 874,64622.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　運賃荷造費 142,215 141,717

　２　販売手数料 2,340 7,013

　３　貸倒引当金繰入額 29,964 440

　４　役員報酬 52,419 56,318

　５　給与手当・賞与 232,541 242,934

　６　退職金 4,806 4,848

　７　退職給付費用 15,888 10,934

　８　賞与引当金繰入額 8,397 11,448

　９　旅費交通費 59,553 63,916

　10　減価償却費 2,749 4,122

　11　その他 ※６ 232,826783,70223.7 251,081794,77520.5

　　　営業利益 142,1354.3 79,8712.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 2,405 4,312

　２　受取配当金 2,613 2,173

　３　スクラップ売却収入 ― 3,470

　４　事務手数料 645 624

　５　雑収入 4,018 9,6830.3 1,229 11,8100.3
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 51,415 57,779

　２　手形売却損 14,448 14,409

　３　事務手数料 3 3

　４　為替差損 5,718 ―

　５　雑支出 1,460 73,0462.2 1,510 73,7031.9

　　　経常利益 78,7712.4 17,9780.5

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※４ 106 ―

　２　ゴルフ会員権
　　　貸倒引当金戻入益

580 ―

　３　貸倒引当金戻入益 ― 686 0.0 8,005 8,0050.2

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産除却損 ※３ 6,667 ―

　２　たな卸資産評価損 ※３ 27,103 ―

　３　固定資産除却損 ※５ 20 562

　４　抱合せ株式消滅差損 24,829 ―

　５　貸倒引当金繰入額 463 ―

　６　ゴルフ会員権
　　　貸倒引当金繰入額

― 910

　７　役員特別退職金 800 ―

　８　その他の特別損失 ― 59,8831.8 166 1,6380.1

　　　税引前当期純利益 19,5750.6 24,3460.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

6,1950.2 6,7390.1

　　　当期純利益 13,3790.4 17,6070.5
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 ※1 1,918,174 73.92,110,233 76.7

Ⅱ　労務費 245,685 9.5 241,470 8.8

Ⅲ　経費 431,233 16.6 398,621 14.5

　　(外注費) (271,440) (234,322)

　　(減価償却費) (24,359) (30,793)

　　(その他) (135,433) (133,504)

　　当期総製造費用 2,595,092100.0 2,750,325100.0

Ⅳ　期首仕掛品たな卸高 98,355 58,021

Ⅴ　他勘定受入高 ※2 ― 1,044

Ⅵ　期末仕掛品たな卸高 ※1 58,021 41,581

Ⅶ　当期製品製造原価 2,635,427 2,767,809

　

(脚注)

前事業年度 当事業年度

　当社の原価計算の方法は実際個別原価計算であります。 　当社の原価計算の方法は実際個別原価計算であります。

※１　重要な会計方針の２を参照 ※１　　　　　　　　　同左

※２　　　　　　　　　―― ※２　他勘定受入高1,044千円は、仕入より仕掛品を受け

入れたものであります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

事業年度中の変動額

　当期純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △877,974 △877,974 △2,598 327,869

事業年度中の変動額

　当期純利益 13,379 13,379 13,379

　自己株式の取得 △330 △330

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 13,379 13,379 △330 13,049

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 47,411 266,419 313,830 641,700

事業年度中の変動額

　当期純利益 13,379

　自己株式の取得 △330

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△7,030 ― △7,030 △7,030

事業年度中の変動額合計(千円) △7,030 ― △7,030 6,019

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

事業年度中の変動額

　当期純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成20年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918

事業年度中の変動額

　当期純利益 17,607 17,607 17,607

　自己株式の取得 △996 △996

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 17,607 17,607 △996 16,611

平成20年３月31日残高(千円) △846,986 △846,986 △3,925 357,529

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719

事業年度中の変動額

　当期純利益 17,607

　自己株式の取得 △996

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△39,266 ― △39,266 △39,266

事業年度中の変動額合計(千円) △39,266 ― △39,266 △22,655

平成20年３月31日残高(千円) 1,114 266,419 267,534 625,064
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税引前当期純利益 19,575 24,346

　　減価償却費 27,108 34,916

　　貸倒引当金の増加額 28,430 ―

　　賞与引当金の増加額 3,442 4,181

　　退職給付引当金の増加額 14,789 2,770

　　受取利息及び受取配当金 △5,019 △6,486

　　支払利息 51,415 57,779

　　手形売却損 14,448 14,409

　　たな卸資産除却損 6,667 ―

　　たな卸資産評価損 27,103 ―

　　ゴルフ会員権貸倒引当金戻入益 △580 ―

　　ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 ― 910

　　貸倒引当金繰入額 463 ―

　　貸倒引当金戻入額 ― △8,005

　　固定資産売却益 △106 ―

　　固定資産除却損 20 562

　　役員特別退職金 800 ―

　　抱合せ株式消滅差損 24,829 ―

　　売上債権の増加額 △121,920 △101,689

　　たな卸資産の増減額 △214,712 251,583

　　仕入債務の増減額 116,095 △115,642

　　未払金の増減額 △5,891 8,557

　　未払消費税等の増減額 △9,765 29,946

　　その他 △62,195 11,175

　　　　小計 △85,001 209,316

　　利息及び配当金の受取額 4,691 6,695

　　利息等の支払額 △72,294 △78,569

　　役員特別退職金の支払 △800 ―

　　保険解約による収入 ― 178

　　その他 244 ―

　　法人税等の支払額 △6,273 △6,412

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △159,433 131,207

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　別段預金の預入による支出 △9,962 △8,641

　　別段預金の払戻による収入 20,091 ―

　　定期預金の預入による支出 △857,824 △875,238

　　定期預金の払出による収入 895,705 902,968

　　有形固定資産の売却による収入 458 ―

　　有形固定資産の取得による支出 △7,056 △24,072

　　投資有価証券の取得による支出 △2,235 △4,363

　　長期預金預け入れによる支出 ― △4,000

　　その他投資の売却による収入 20 ―

　　その他投資の取得による支出 △5,075 △6,432

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 34,120 △19,780
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前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入金の純減額 △117,300 △61,100

　　長期借入による収入 300,000 350,000

　　長期借入金の返済による支出 △160,380 △195,730

　　自己株式の取得による支出 △330 △996

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 21,989 92,173

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 △103,324 203,600

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 332,584 250,109

Ⅵ　合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 20,850 ―

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※２ 250,109 453,710
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重要な会計方針

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

 その他有価証券

   時価のあるもの

 その他有価証券

　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基　　　　　

づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定)

同左

　   　

　   　

　   

　

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品、仕掛品

個別法による原価法

(1) 製品、仕掛品

同左

(2) 原材料

移動平均法による原価法

(2) 原材料

同左

(3) 貯蔵品

最終仕入原価法

(3) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。なお、耐

用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。

  なお、減損処理した資産につい

ては耐用年数を経済的残存使用年

数、また、残存価格を耐用年数到来

時点の正味売却価額としておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(会計方針の変更) 

　法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年3月30日　法

律第６号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年3月30日政令

第83号))に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

　この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。 

　(追加情報) 

　当事業年度から平成19年3月31日以前

に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっており

ます。 

　これに伴い、従来の方法によった場合

と比べ、売上総利益、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ

3,895千円減少しております。

(2) 長期前払費用

　　均等償却によっております。

　　なお、償却期間は、経済的耐用年数

（10年）としております。

(2) 長期前払費用

同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、回収不能見込額を計上してお
ります。

　ａ　一般債権
　　　貸倒実績率法によっております。
　ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権
　　　個別に回収可能性を勘案の上、貸倒

見積額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

ａ　一般債権
同左

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権
同左

(2) 賞与引当金
　　使用人及び兼務取締役に対する賞与

金の支給に備えるため、支給実績
を勘案のうえ、次回支給見込額の
うち、当事業年度負担分を計上し
ております。

(2) 賞与引当金
同左

(3) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務
に基づき当事業年度末において発
生していると認められる額を計上
しております。なお、会計基準変更
時差異(136,821千円)については、
15年による按分額を費用処理して
おります。

(3) 退職給付引当金
同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

同左

６　キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資
金(現金及び現金同等物)は、手許現金、
要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に
満期日の到来する流動性の高い、容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない短期的
な投資を計上しております。

同左

７　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理について
消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。

消費税等の会計処理について
同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)
　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月9日
企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員
会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号)を適
用しております。 
　これによる損益に与える影響はありません。 
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
647,719千円であります。
　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務
諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま
す。

―――――

(企業結合に係る会計基準等)
　当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会計
審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会
計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業
会計基準第7号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離
等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　最
終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)
を適用しております。
　これにより税引前当期純利益及び当期純利益が24,829
千円減少しております。

―――――

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正)
　当事業年度から改正後の「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会最終改
正平成18年8月11日 企業会計基準第1号)及び「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会
計基準適用指針第2号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響はありません。　 
　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務
諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま
す。　

―――――

(たな卸資産の評価損及び除却損の会計処理について)
  たな卸資産評価損及び除却損は、従来特別損失として
処理しておりましたが、当下半期より、売上原価として計
上する方法に変更いたしました。 
　この変更は、継続して実施しておりました滞留たな卸資
産の評価額の見直しを実施したこと、及びこれに伴い製
品の評価の方法に関する内規見直しを実施したことによ
り、今後発生するたな卸資産の評価損が経常的なものと
なると考えられることによります。 
　なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたのは、
上記の見直しが当上半期をもって完了したことによりま
す。従って、当中間期は従来の方法によっており、変更後
の方法によった場合と比べ、当中間期の営業利益及び経
常利益は33,770千円多く計上されております。

―――――
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(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表)
役員保険は総資産額の1/100を超えたため、区分掲記する
こととしました。なお、前期は流動資産のその他に34,444
千円含まれております。

(損益計算書)
スクラップ売却収入は営業外収益額の10/100を超えたた
め、区分掲記することとしました。なお、前期は営業外収
益の雑収入に390千円含まれております。

　

(追加情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― 平成20年2月14日開催の取締役会において、台湾に子会
社(目的：海外生産・調達比率のアップにより国内外市
場の開拓、高品質・適正価格の商品提供等。資本金：約
3,000万円/NT＄900万。出資比率83％)を設立することを
決議しました。
　なお、平成20年4月8日資本金額26,104,662円(NT＄
7,470,000)を送金し、平成20年５月15日営利事業登記証
が発行され、登記が完了いたしました。

　

EDINET提出書類

株式会社プラコー(E01651)

有価証券報告書

44/70



注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産ならびに担保付債務は次の

通りであります。

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類 期末帳簿価格
担保権の
種類

内容 期末残高

受取手形 18,009千円差入担保

短期借入金 886,044千円

売掛金 47,040千円差入担保

預金 108,917千円差入担保

投資
有価証券

88,143千円差入担保

建物 144,913千円抵当権

長期借入金 170,086千円

土地 735,809千円抵当権

計 1,142,834千円 1,056,130千円

　

※１　担保に供している資産ならびに担保付債務は次の

通りであります。

担保に供している資産
担保権によって
担保されている債務

種類 期末帳簿価格
担保権の
種類

内容 期末残高

受取手形 9,368千円差入担保

短期借入金 787,782千円

売掛金 ―差入担保

預金 117,635千円差入担保

投資
有価証券

45,791千円差入担保

建物 135,492千円抵当権

長期借入金 220,504千円

土地 735,809千円抵当権

計 1,044,097千円 1,008,286千円

　
※２　土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　平成13年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第５号に定

める不動産鑑定士による鑑定評価額により算

出しております。

再評価を行った土地の期末における時価の合計

額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回ってい

る額　　　　　　　　　　　　　141,287千円

※２　土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　平成13年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第５号に定

める不動産鑑定士による鑑定評価額により算

出しております。

再評価を行った土地の期末における時価の合計

額が再評価後の帳簿価額の合計額を下回ってい

る額　　　　　　　　　　     　138,777千円

３　偶発債務

受取手形割引高は、　452,708 千円であります。

※４　期末日満期手形

　　　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。なお、当

事業年度末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形を満期日に決済が行われたもの

と処理しております。

受取手形 72,740千円

支払手形 120,564千円

３　偶発債務

受取手形割引高は、  461,767千円であります。

　４　

―――――
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　売上原価の中には、製品評価損16,003千円が含まれ

ております。

※１　売上原価の中には、製品評価損33,673千円が含まれ

ております。

※２　他勘定受入高590千円は、子会社合併により製品を

受け入れたものであります。

※２　他勘定受入高14,000千円は、返品により製品を受け

入れたものであります。

※３　他勘定振替高29,604千円は特別損失(たな卸資産評

価損26,103千円、たな卸資産除却損2,000千円)及

び機械及び装置1,500千円に振替えたものであり

ます。

※３　他勘定振替高64,869千円は機械及び装置64,869千

円に振替えたものであります。

※４　固定資産売却益は次の通りであります。

　機械及び装置 106千円

※４　　　　　　　　　　――

※５　固定資産除却損は次の通りであります。

　工具器具及び備品 20千円

※５　固定資産除却損は次の通りであります。

　工具器具及び備品 114千円

　機械及び装置 447千円

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は20,017千円であります。

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は27,560千円であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,888,800 ― ― 7,888,800

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,407 1,811 ― 25,218

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　1,811株

　
３　新株予約権等に関する事項

　     該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　     該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,888,800 ― ― 7,888,800

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 25,218 4,896 ― 30,114

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　4,896株

　
３　新株予約権等に関する事項

　     該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　     該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　キャッシュ・フロー計算書の△は現金及び現金同

等物の流出を表しています。

※２　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係(平成19年3月31

日現在)

現金及び預金 569,100千円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金

△318,990千円

現金及び現金同等物 250,109千円

　３　重要な非資金取引の内容

　　　　合併

　　　　当事業年度に合併したプラコーエンジニアリング㈱

及び㈱プラコーテクノサービスより引き継いだ資

産及び負債の主な内訳は次の通りであります。

　　　　合併により引き継いだ資産・負債

流動資産 81,709千円

固定資産 3,645千円

　資産合計 85,355千円

流動負債 7,283千円

固定負債 74,649千円

　負債合計 81,933千円

１　キャッシュ・フロー計算書の△は現金及び現金同

等物の流出を表しています。

※２　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係(平成20年3月31

日現在)

現金及び預金 753,613千円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金

△299,902千円

現金及び現金同等物 453,710千円

３　　　　　　　　　　――
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

車輌及び
運搬具

工具器具及び
備品

計

取得価額
相当額

9,264千円60,431千円69,696千円

減価償却累
計額相当額

7,366千円40,424千円47,790千円

期末残高
相当額

1,898千円20,007千円21,905千円

　

車輌及び
運搬具

工具器具及び
備品

計

取得価額
相当額

4,797千円50,438千円55,235千円

減価償却累
計額相当額

4,557千円20,836千円25,393千円

期末残高
相当額

239千円 29,601千円29,841千円

　
②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,739千円

１年超 12,461千円

合計 20,201千円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,009千円

１年超 21,579千円

合計 30,588千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 13,108千円

　減価償却費相当額 11,822千円

　支払利息相当額 5,089千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 12,456千円

　減価償却費相当額 11,231千円

　支払利息相当額 3,610千円

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　　・利息相当額の算定方法

　　　……リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　①株式 59,352 127,453 68,100

　②その他 11,402 12,469 1,067

小計 70,754 139,922 69,168

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　①株式 8,451 7,036 △1,414

小計 8,451 7,036 △1,414

合計 79,206 146,959 67,753

　

当事業年度(平成20年３月31日)

１. その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　①株式 38,920 52,067 13,146

小計 38,920 52,067 13,146

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　①株式 30,802 21,510 △9,292

　②その他 11,846 10,324 △1,521

小計 42,649 31,835 △10,813

合計 81,569 83,902 2,332

　

２. 時価評価されてない有価証券

区分 貸借対照表計上額(千円)

　債券 2,000

合計 2,000
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けてお

ります。なお、退職一時金については、中小企業退職

金共済事業団との間に退職金共済契約を締結してお

り、退職給付債務の計算から除外しております。

①　採用している退職給付制度の概要

同左

②　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 256,188千円

ロ　年金資産 76,091千円

ハ　未積立退職給付債務
　　(イ－ロ)

180,097千円

ニ　会計基準変更時差異の
　　未処理額

72,971千円

ホ　退職給付引当金
　　(ハ－ニ)

107,125千円

②　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 231,419千円

ロ　年金資産 57,673千円

ハ　未積立退職給付債務
　　(イ－ロ)

173,746千円

ニ　会計基準変更時差異の
　　未処理額

63,849千円

ホ　退職給付引当金
　　(ハ－ニ)

109,896千円

③　退職給付費用に関する事項

勤務費用 19,287千円

会計基準変更時差異の
費用処理額

9,121千円

退職給付費用 28,409千円

　　勤務費用は保険会社からの直近の企業年金保険報告書

の責任準備金を調整した額を基に算出しておりま

す。

③　退職給付費用に関する事項

勤務費用 12,140千円

会計基準変更時差異の
費用処理額

9,121千円

退職給付費用 21,262千円

　　勤務費用は保険会社からの直近の企業年金保険報告書

の責任準備金を調整した額を基に算出しておりま

す。

④　その他

　　簡便法による直近の年金財政計算上の責任準備金を

もって計算した退職給付債務を用いて、退職金給付

引当金及び退職給付費用を計上しております。又、会

計基準変更時差異の処理年数は15年であります。

④　その他

同左

　　

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　投資有価証券評価損 1,924千円

　賞与引当金 6,744千円

　たな卸資産評価損 29,529千円

　貸倒引当金損金
　算入限度超過額

58,309千円

　ゴルフ会員権評価損 11,845千円

　退職給付引当金 43,278千円

　減損損失 38,791千円

　繰越欠損金 304,906千円

　その他 15,682千円

　繰延税金資産小計 511,015千円

　評価性引当額 △511,015千円

　繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債)

　その他有価証券差額金 △27,372千円

　繰延税金負債合計 △27,372千円

繰延税金負債の純額 △27,372千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　投資有価証券評価損 1,924千円

　賞与引当金 8,433千円

　たな卸資産評価損 26,985千円

　貸倒引当金損金
　算入限度超過額

37,382千円

　ゴルフ会員権評価損 11,845千円

　退職給付引当金 44,398千円

　減損損失 37,930千円

　繰越欠損金 311,898千円

　その他 16,808千円

　繰延税金資産小計 497,608千円

　評価性引当額 △497,608千円

　繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債)

　その他有価証券差額金 △1,217千円

　繰延税金負債合計 △1,217千円

繰延税金負債の純額 △1,217千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

15.5％

住民税均等割等 31.7％

繰越欠損金控除額 △30.6％

その他の評価性引当額 △25.3％

税効果適用後の法人税等の負担率 31.7％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

13.3％

住民税均等割等 27.7％

その他の評価性引当額 △53.7％

税効果適用後の法人税等の負担率 27.7％
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(持分法損益等)

前事業年度(自平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

該当事項はありません。

　

【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

役員及び個人主要株主等

関係 内容

属性
会社等の
名称

住所

資本金
又は出
資金　(千
円)
 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員
の兼
任等

事業
上の
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

役員 高寺茂覚 ― ―
当社代表取
締役会長兼
社長

(被所
有)3.68%

― ―

当社銀行借
入等に対す
る債務被保
証(注1)

2,203,307― ―

秦　範男 ― ―
当社専務取
締役

(被所
有)0.95%

― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証
(注2)

143,017― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社は、銀行借入等に対して代表取締役会長兼社長　高寺茂覚より債務保証を受けております。

　 なお、保証料の支払は行っておりません。

（注２）当社は、銀行借入に対して専務取締役　秦範男より債務保証を受けております。

　 なお、保証料の支払は行っておりません。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

役員及び個人主要株主等

関係 内容

属性
会社等の
名称

住所

資本金又
は出資金
　(千円)
 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員
の兼
任等

事業
上の
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

役員 高寺茂覚 ― ―
当社代表取
締役会長兼
社長

(被所
有)3.83%

― ―

当社銀行借
入等に対す
る債務被保
証(注1)

2,247,820― ―

秦　範男 ― ―
当社専務取
締役

(被所
有)1.04%

― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証
(注2)

373,543― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社は、銀行借入等に対して代表取締役会長兼社長　高寺茂覚より債務保証を受けております。

　 なお、保証料の支払は行っておりません。

（注２）当社は、銀行借入に対して専務取締役　秦範男より債務保証を受けております。

　 なお、保証料の支払は行っておりません。
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(企業結合等関係)

前事業年度(平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

(共通支配下の取引等)

１. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結　　　　 合

後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　　　プラコーエンジニアリング株式会社　　　プラスチック加工機械の主要部品であります

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スクリュー・ダイスの製造、販売。

　　　　　株式会社プラコーテクノサービス　　　　プラスチック加工機械及びリサイクル装置の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メンテナンス及び部品販売。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

(2) 企業結合の法的形式

　　　　  共通支配下の取引　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

(3) 結合後企業の名称

　　　　　株式会社プラコー

　

(4) 取引の目的を含む取引の概要

当事業年度において、100％子会社であるプラコーエンジニアリング株式会社及び株式会社プラ

コーテクノサービスを親会社である当社に吸収合併いたしました。この結果、両社は合併期日であ

る平成18年4月1日をもって消滅いたしました。この取引は共通支配下の取引であり、主要部品の一

貫生産体制の確立及び営業とアフターサービスを一体化し、生産、販売のそれぞれの効率化を図る

ための取引であります。

　

２. 実施した会計処理の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

この合併に伴い、子会社から受け入れた資産及び負債は、企業結合会計基準に従い、両子会社の

合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しております。また、株主資本につきまして

は、子会社から受け入れた資産と負債の差額は、親会社が合併直前に保有していた子会社株式(抱

合せ株式)の帳簿価額との差額24,829千円を特別損失として計上しております。

　

当事業年度(平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 82円36銭 79円53銭

１株当たり当期純利益 1円70銭 2円23銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。

  

     (注)　算定上の基礎

　　１　1株当たり純資産額

項目 前事業年度
(平成19年3月31日)

当事業年度
(平成20年3月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 647,719 625,064

普通株式に係る純資産額(千円) 647,719 625,064

差額の主な内訳 ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 7,888 7,888

普通株式の自己株式数(千株) 25 30

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

7,863 7,858

　

　　２　1株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　損益計算書上の当期純利益(千円) 13,379 17,607

　普通株式に係る当期純利益(千円) 13,379 17,607

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式の期中平均株式数(千株) 7,864 7,860
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　

　(投資有価証券)　　銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

そ

の

他

有

価

証

券

株

式

㈱東京都民銀行 13,318 27,634

新光証券㈱ 50,000 14,500

東京電力㈱ 5,151 13,727

大倉工業㈱ 20,298.36 4,932

三井物産㈱ 2,355.70 4,758

日本電信電話㈱ 5.5 2,365

ユアサ商事㈱ 10,800 1,458

野村ホールディングス㈱ 810 1,206

日本マタイ㈱ 6,050 925

日本合成化学工業㈱ 1,000 731

その他(２銘柄) 5,002 1,338

計 114,790.56 73,577

債
券

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

19年度2回埼玉県彩の国みらい債 2,000 2,000

そ
の
他

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

メリルリンチファンドマネージメン
トカンパニー委託

インカムストラテジー 7,500 4,921

大和証券投資信託委託

ハイグレード・オセアニア・ボンド
オープン

560.24 5,402

計 8,060.24 10,324

投資有価証券合計 85,902
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 726,1991,410 ― 727,609565,42111,573162,187

　構築物 107,7998,070 ― 115,86992,3002,61523,569

　機械及び装置 410,04779,95411,180478,822364,60417,237114,217

　車輌及び運搬具 6,281 ― ― 6,281 6,021 89 260

　工具器具及び備品 119,1342,897 763 121,268110,0823,40011,186

　土地 735,809 ― ― 735,809 ― ― 735,809

有形固定資産計 2,105,27292,33211,9432,185,6611,138,42934,9161,047,231

無形固定資産

　電話加入権 72 ― ― 72 ― ― 72

無形固定資産計 72 ― ― 72 ― ― 72

長期前払費用 19,270 ― ― 19,27011,1441,160 8,125

(注)１　当期の有形固定資産の当期償却額34,916千円の勘定科目別内訳は製造原価に30,793千円、販売費及び一般管理

費に4,122千円であります。

　　２　当期増加額のうち主なものは、下記のとおりであります。

構築物　 工場内舗装整備 8,070千円

機械及び装置　 開発、研究をするために製品より振替 64,869千円

　

　

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 799,200 738,100 4.08 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 190,729 244,230 3.16 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

539,413 640,182 2.76
平成21年4月～
平成29年12月

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

計 1,529,3421,622,512 ― ―

(注) １　「平均利率」は借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 205,635 149,725 119,551 67,376

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 144,331 92,530 44,705 99,626 92,530

賞与引当金 16,694 20,876 16,694 ― 20,876

(注)　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

Ａ　資産の部

(1) 流動資産

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 5,278

預金

当座預金 254,331

普通預金 164,100

通知預金 30,000

定期預金 290,431

別段預金 9,471

計 748,334

合計 753,613

　

②　受取手形

　イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱ＣＫＫ 82,950

関西化学工業㈱ 36,670

石田兵衛㈱ 9,368

テルモ㈱ 2,132

東都積水㈱ 1,942

その他　(注) 23,861

合計 156,924

(注)　三和化学㈱他

　

　ロ) 期日別内訳

　

区分
平成20年
４月

平成20年
５月

平成20年
６月

平成20年
７月

平成20年
８月

平成20年
９月以降

合計

受取手形(千円) 6,548 6,501 4,171 6,65489,26243,788156,924

割引手形(千円) 155,241136,82780,59281,1068,000 ― 461,767

合計 161,789143,32884,76387,76097,26243,788618,691
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③　売掛金

　イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱ＣＫＫ 110,531

東ソー・ニッケミ㈱ 95,954

㈱アイテック 71,808

永田紙業㈱ 64,105

共同印刷㈱ 52,762

その他　(注) 691,242

合計 1,086,404

(注)　㈱納所運輸他

　

　ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

　

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

1,081,1604,055,4724,050,2281,086,404 78.8 97.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　製品

　

区分 金額(千円)

インフレーション装置 61,269

ブロー成形機 2,100

リサイクル装置 91,128

合計 154,498
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⑤　原材料

　

区分 金額(千円)

電機・機械部品 146,151

補助材料 4,725

合計 150,877

　

⑥　仕掛品

　

区分 金額(千円)

インフレーション装置 23,898

ブロー成形機 8,559

リサイクル装置 9,122

合計 41,581
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Ｂ　負債の部

(1) 流動負債

①　支払手形

　イ) 相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱三喜工業 54,590

㈱安川メカトレック 24,664

㈱エスティエンジニア 22,474

Ｊ・Ｃ・Ｓ㈱ 19,821

共栄重量 17,681

その他　(注) 334,787

合計 474,017

(注)　㈱阿部工機製作所他

　

　ロ) 期日別内訳

　

期日別
平成20年
４月

平成20年
５月

平成20年
６月

平成20年
７月

平成20年
８月

平成20年
９月以降

合計

金額(千円) 104,770102,25491,236100,39667,6027,758474,017
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②　買掛金

　イ) 相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

福順裕実業有限公司 144,791

㈱ロボット工業 32,350

㈱三喜工業 23,136

リンドナーリサイクルリングテックGmbH 22,716

㈱エスティエンジニア 20,915

その他　(注) 139,094

合計 383,003

(注)　㈱安川メカトレック他

　

(3) 【その他】

　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、及び100株未満の表示株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

　　株主名簿管理人 日本証券代行株式会社本店

　　取次所 日本証券代行株式会社各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

　　株主名簿管理人 日本証券代行株式会社本店

　　取次所 日本証券代行株式会社各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.placo.co.jp

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第47期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

　　事業年度　第48期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提出

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

　　平成19年6月29日関東財務局長に提出の事業年度第47期（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）の有

価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年10月3日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　　金融商品取引法　第24条の５第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の２(会計監

査人の選任)に基づく報告を平成20年5月20日関東財務局長に提出

(5) 半期報告書の訂正報告書

　平成18年12月25日関東財務局長に提出の事業年度第47期中（自　平成18年4月1日　至　平成18年9

　　30日）半期報告書に係る訂正報告書を平成20年6月9日関東財務局長に提出

(6) 有価証券報告書の訂正報告書

　　平成19年6月29日関東財務局長に提出の事業年度第47期（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月

　　31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成20年6月9日関東財務局長に提出

(7) 半期報告書の訂正報告書

　　平成19年12月21日関東財務局長に提出の事業年度第48期中（自 平成19年4月1日　至　平成19年9 

　　30日）半期報告書に係る訂正報告書を平成20年6月9日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年6月28日

株式会社プラコー

取締役会　御中

清新監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　渡　　信　　行　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　根　　堅 次 郎　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プラコーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社プラコーの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１． 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関す

る会計基準」並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。

２． 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より、たな卸資産の評価損及び除却損の計上方法を変更して

いる。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年6月13日

株式会社プラコー

取締役会　御中

清新監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　渡　　信　　行　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　根　　堅 次 郎　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社プラコーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第48期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社プラコーの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な会計方針　３固定資産の減価償却の方法に記載のとおり、会社は当事業年度より法人税法の改正に伴

い、平成19年4月1日以降取得の固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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